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【論文要旨】
　本稿は政軍関係理論における「（クーデタ等を起こす）軍からの安全」と「（戦争等の軍事に対応
する）軍による安全」という2つの安全の両立に注目して，新制度論の立場から政軍関係理論の
現状と展望を考察するものである。周知の様に新制度論は，「制度」がアクターや集団の政治行動
を拘束し，規定することを前提とした政治理論である。この制度を重視するという視点は，形成さ
れてから約四半世紀が経過した現在では，比較政治学のみならず，行政学や地方自治論等多くの分
野で用いられており，政治事象の分析手法として，ある程度定着したと考えられる。本稿では，新
制度論と政軍関係理論の現状及び新制度論の応用可能性を検討し，政軍関係理論への応用について
分析を行った。
　本稿における分析を通じて，新制度論が，政軍関係に関する実証研究の成果にある程度の一般性
を与える為に有効な手法であることを論証することが出来た。これは，新制度論による研究成果を
歴史分析に反映することが期待出来るということでもある。それ故に，本稿の分析結果は，政軍関
係理論を発展させる上で意義あるものと考える。
【キーワード】　新制度論，政軍関係理論，軍からの安全，軍による安全，規範
1　問題の所在
2　政軍関係理論への新制度論の応用可能性
3　新制度論の応用事例
4　小結
論文受付日　2010年5月7日　　掲載決定日　2010年6月2日
一103　一
1問題の所在
　本稿は政軍関係理論における「（クーデタ等を起こす）軍からの安全」と「（戦争等の軍事に対応
する）軍による安全」という2つの安全の両立に注目して，新制度論の立場から政軍関係理論の
現状と展望を考察するものである。
　政軍関係理論における古典としては，ハンチソトソ（S．　P．Huntington）の『軍人と国家』が有
名である。この研究に対する批判は，世界中で多くの政治学者や歴史学者によって，現在に至るま
で行われている。また，地域研究を行う際の1つの見方として，政軍関係を取り扱った研究も存
在するものの1，ハンチントンの学説に代わる新しい概念や分析モデルの確立には至っていない2。
　また，クーデタ等の政変におけるアクターやその所属する集団の利益極大化に注目して，合理的
選択理論を用いた政軍関係に関する研究も存在する。この立場を採用すると我が国の場合，統帥権
干犯問題（1930年）や五・一五事件（1932年），二・二六事件（1936年）等が挙げられる。この中
で統帥権干犯問題については，海軍や野党がそれぞれの利益極大化（海軍→軍令系の権限強化，野
党→政権の奪取）を目指して起こしたと説明することが可能である3。
　しかし，五・一五事件や二・二六事件について，何を利益として行動したのかということを説明
することは難しい。通説的に言われている「事件関係者が憂国の念に駆られたから」という動機を
踏まえると4，不満を解消する為に犯行に走ったと考えられるが，精神的満足感という定量化が難
しい存在まで利益に含んでしまうことは少なからず問題があると考える。
　この様な現状を踏まえると，合理的選択制度論の様に理論化を優先して，史実を解釈するのでは
なく，ある程度包括的に事象を説明し得る理論を検討する必要があると言える。特に我が国におけ
る政軍関係に関する研究を鑑みるならば，特に太平洋戦争以前の政軍関係を歴史学的に分析した研
究は少なからず存在するものの5，理論的に分析した研究はあまり存在せず，今後の発展が望まれ
るところである。そこで，本稿では政軍関係理論の視点から新制度論について考察し，新制度論の
政軍関係理論への応用可能性について検討する。
　周知の様に，新制度論は行動科学政治学に代表される一連の多元主義理論とは異なり，「制度」
がアクターや集団の政治行動を拘束し，規定することを前提とした政治理論である。その最大の特
徴は，「法律等の公式の制度のみならず，慣習や規範といった非公式な制度も分析対象とすること6」
である。この特徴について，特に歴史分析の分野において，新制度論の主流となりつつある合理的
選択制度論による分析の限界を指摘する意見も存在する7。しかし，その問題点を考慮しても，こ
の定義は社会の多くの事象を分析することが期待出来るものであり，実際に多くの分野における分
析に用いられている8。
　この制度を重視するという視点は，これが提唱されてから約四半世紀が経過した現在では，比較
政治学のみならず，行政学や地方自治論等多くの分野で用いられており，政治事象の分析手法とし
て，ある程度定着したと考えられる。本稿では，この様な新制度論の展開を踏まえ，新制度論の中
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でも制度をアクターの行動を抑制するルールとしてではなく，内面化され，行動を拘束する規範と
看倣す社会学的制度論に注目し，ある程度史実に沿った形での政軍関係の理論分析の可能性につい
ても検討する。
2政軍関係理論への新制度論の応用可能性
　（1）新制度論前史
　20世紀初頭の欧米における工業化は，社会構造及び政治状況を急速に変化させた。この変化を
受け，ウォーラス（G．Wallas）やベントレー（A．　F．　Bentley）は政治分析における党派と政治過
程を重視することを主張した9。更に，その影響を受けたメリアム（C．E．　Merriam）やラスウェル
（H．D．　Lasswell）等によって形成されたシカゴ学派（Chicago　school）は，「政治学の科学化（the
science　of　politics）」を提唱したのである10。
　このシカゴ学派の研究を基礎に行動論革命（behavioral　revolution）が提唱され，政治過程の
分析に関する多くの成果が発表された。代表的な論者であるイーストン（D．Easton）は，政治シ
ステム論（political　system）を発表した11。政治システム論はアーモンド（G．　A．　Almond）によっ
て比較政治学に応用され，パーソンズ（T．Parsons）が主張した構i造機能主義（structural－
functionalism）と組み合わせた政治文化論（political　culture）へと発展した12。また，ダール（R．
A．Dahl）は『ポリアーキー』を発表し，行動科学政治学の立場から，民主主義や政治的多元主義
を分析している13。
　この様に行動科学政治学は，政治学における主流を占めることとなったが，1960年代以降，様
々な批判を受けることとなる。行動科学政治学に対する批判は，1940年代から行われてきたもの
だが14，ベトナム戦争（1960－75年）の長期化に伴う社会情勢の変化によって形成された既存の政
治体制及びそれを分析対象とする行動科学政治学への疑問の提起によって，その勢いを増したので
ある15。遂には，行動科学政治学の第一人者であるイーストンによって，「脱行動論革命（post－
behavioral　revolution）」が主張されるに至ったのである16。この結果，行動科学政治学は政治過程
論等の分野における一理論へと後退することとなった。しかし，その後継たる理論が不在の状態が
作り出されることとなり，再び国家を始めとする統治機構への注目が集まることとなる。
　（2）新制度論の形成と展開
　脱行動論革命の結果，政治学におけるパラダイムが不在となった1970年代後半以降，国家や制
度への注目が再び集まることとなった。
　始めに登場したのが，「国家を取り戻せ（Bringing　the　State　Back　In）」の合言葉に代表され，
「国家」のもつ自立的役割に注目する考え方に注目した「国家論（statist　approach）」である。そ
の主旨は，「国家は個人や社会等から自立して機能する」というものであり，国家を無視あるいは
軽視してきたこれまでの政治学に対する反論的な要素を有していた。しかし，国家の自立性をその
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基礎としながら，具体化することが出来なかった為に，早々の退場を強いられることとなった17。
　この国家論の登場と退場を踏まえ，国家と社会の制度的関係に注目するアプローチが検討され
た。この様な過程を経て，誕生したのが新制度論（new　institutionalism）である。但し，定量的
分析（どの程度「国家」はその意思を「社会」に押し付けられるか）の国家論と定性的分析（どの
様な影響を「国家」や「制度」は政策に及ぼすか）の新制度論の間に，「太い線を引くことができ
る18」こと，即ち主たる分析対象が異なることは留意する必要がある。
　新制度論は，法令等の公式の制度のみに注目していたそれまでの制度論（old　institutionalism）
とは異なり，集団における慣習やアクターの行動規範といった非公式な制度も分析対象としたこと
が大きな特徴である。この新制度論を初めて体系的に論じたのが，マーチ（J．G．　March）とオル
セン（J．P．　Olsen）である19。しかし，新制度論が実際には，起源の異なる幾つかの理論の集合体
であることも事実である。これについて，ホール（P．A．　Hall）とテイラー（R．　C．　R．　Taylor）は，
歴史的制度論（historical　institutionalism），合理的選択制度論（rational　choice　institutionalism），
社会学的制度論（sociological　institutionalism）の3つの流れがあると主張している20。
　1つ目の歴史的制度論は，他の制度論とはやや異なり，歴史を重視することを前提とするかなり
広範な分析手法と看倣し得るものである。従って，他の制度論を用いて，歴史上の制度を分析事例
とする場合でも，歴史的制度論を用いた研究と看倣すことが出来る。それ故に，研究手法としての
歴史的制度論を疑問視する意見もある21。とは言え，一般的には過去に採用された制度が現在の制
度あるいは政治を規定するという考え方であり，パットナム（R．D．　Putnam）の研究等が代表例
として挙げられる22。
　2つ目の合理的選択制度論は，経済学における合理的選択理論による制度分析であり，その特徴
から，経済学的制度論とも呼ばれる手法である。合理的選択制度論における制度とは，アクターの
行動に課されるパターン化された制約であり，個人の選好や戦略的行動の帰結であると言える。具
体的には，ノース（D．C．　North）が定義した「社会におけるゲームのルールや人々によって考案
された制約」である23。それ故に，合理的選択制度論は，個人の選好による利益・効用最大化を企
図した行動や戦略的行動の帰結と看倣して形成された多くの分析モデル及び理論の集合体と看倣し
得るものであり，1つの学派という性格は強くないと言える24。
　合理的選択制度論における1つの学説として，アロー（K．J．　Arrow）以来の社会的選択理論25
に対する反論として主張された決定のルールに関する議論がある26。これは，米国連邦議会におけ
る投票に関する研究を踏まえて主張されたものであるが，制度が構造に誘導された均衡（一決定）
を導くものであるとする考え方である。
　合理的選択制度論のもう1つの学説が，本人・代理人モデル（principa1－agent　model）とも称さ
れる，取引費用といった経済学の概念を導入した議論である。この議論は，1990年代以降，我が
国における政治の分析にも応用され，よく知られた合理的選択制度論の1つとなっている27。
　3つ目の社会学的制度論は，制度をアクターの行動や現実理解を意味づけるものとして捉え28，
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アクターが制度を形成し得ることを強調する立場である。これは，アクターの行動が制度に規定さ
れるとする合理的選択制度論とは対照的である。社会学的制度論はその名の通り，社会学に影響を
受けた政治理論である。社会学的制度論は，マーチとオルセンによって提唱され，制度論復権の先
鞭を付けた理論である。
　社会学的制度論は，ウェーバー（K．E．　M．　Weber）以来の官僚機構等の組織が合理的に機能す
るものであるという機能主義（functionalism）に対する反論として主張された側面を有している。
具体的には，制度がその状況に対して最も効率的とは限らず，卓越した合理性を備えているわけで
はないというものであり，その様な形態が採用されたのは主に文化的なものや慣習の為であるとい
うものである29。その代表的な論者としては，マイヤー（J．W．　Meyer），ディマジオ（P．　J．
DiMaggio），パウェル（W．　W．　Powel1）等が挙げられる30。従って，社会学的制度論は，結果的に
文化や慣習がアクターを拘束することを重視する立場であり，一種の文化論的手法の要素を包含し
ていると言える。とは言え，社会学的制度論が制度の政治性をも否定するものでないことは，留意
しなければならない31。
　以上，新制度論の形成と発展について，現代政治学の系譜をなぞりながら，検討してきた。現在
では，前述の3つの潮流に加え，幾つかの新しい視点も提唱されているが，この3つの潮流を越
えるまでには至っていないと言える32。本稿では，この新制度論の現状を踏まえ，この3つの制度
論の中でも社会学的制度論の観点から，新制度論と政軍関係理論との相関関係について検討する。
　（3）政軍関係理論の現状
　近代以降の政軍関係は，「（政治家等の）文民による軍部の予算・人事・作戦行動の管理」に代表
される文民統制を志向する形で変化し，その流れは民主主義の発展に伴って加速していった。その
過程は専ら文民統制を中心とする公式な制度の変化が中心であったが，他方慣習や行動規範等の非
公式な制度が存在したことも事実である33。しかしながら，積極的な理論化はあまり行われておら
ず，これを踏まえると，既存の理論も含めた理論分析を導入する余地があると言える。
　政軍関係を政治理論の立場から分析した代表的な研究としては，前述の『軍人と国家』が挙げら
れる。この研究において，ハンチントンは，政軍関係の主要なアクターである軍部を「将校団」と
規定した。その上で，将校団の特質を「専門技術」，「責任」，「団体性」という概念によって規定さ
れた「専門的職業」であるとしている。そして，「（クーデタ等を起こす）軍からの安全」と「（戦
争等の軍事に対応する）軍による安全」を如何に両立させるかということが政軍関係研究の目的で
あると主張している34。
　このハンチソトンの主張に対しては，海外ではファイナー（S．E．　Finer）やパールマター（A．
Perlmutter），ジャノヴィッッ（M．　Janowitz）が，我が国においては内山正熊や内山秀夫，廣瀬克
哉等が批判を行っている35。しかし，その批判の殆どが「軍からの安全」を中心に行われ，「軍に
よる安全」が無視あるいは軽視されていたことは否定出来ない。
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　また，政軍関係研究の先進国である米国では，文民の指揮・統制下に置かれた「軍による安全」
に注目が集まり，コーエン（E．A．　Cohen）やコーソ（R．　H．　Kohn）等に代表される政治家等の文
民の役割の極大化を許容する研究者が台頭した36。その結果，「文民統制とは，戦時平時を問わず，
国家安全保障に関わる全ての決定について，軍人を除く高級公務員（政治家を含む）によって決定
される」制度であるという考え方が主流となり37，軍部の反対を押し切って，イラク戦争を開戦す
るといったハソチントソやその批判者達が想定していた事態（軍部の政治への介入）と逆の事態
（文民の軍事への介入）が発生することとなった。
　イラク戦争の長期化を受けて，デッシュ（M．C．　Desch）やゲーッ（R．　M．　Gates）等に代表さ
れる軍部のある程度能動的な活動を肯定したハンチントンの主張を汲んだ傾向も復調しつつある様
に見える38。しかし，ハンチントソの主張を超越する理論モデルを構築するまでには至っておら
ず，米国における政軍関係理論の研究は，まさに正念場を迎えていると言える。
　この「2つの安全」について，現代の先進工業国においては，クーデタが発生する可能性は皆無
であり，その関心は「軍からの安全」の確立を前提とした「軍による安全」に集まっていると言え
る39。一方，発展途上国においては，政情不安等の結果として，「軍による安全」を最優先の政策
課題とする必要があり，両立を目指すことは無視あるいは軽視されていると言える。この様に，一
口に政軍関係と言っても，先進工業国と発展途上国では，政軍関係の実態や求められる状況が異な
るのである。それ故に，政軍関係理論を研究する際に求められることは，この「2つの安全」を考
慮した上で，両立させ得る理論モデルを構築することであると言える。この課題は，ある種当たり
前過ぎるものではあるが，両者を包括的に扱った研究はあまり多くはない。
　しかし，トクヴィル（A．C．　H．　C．　Tocqueville）やマキャヴェッリ（N．　Machiavelli）も論じてい
る様に，「軍からの安全」と「軍による安全」を両立させた政軍関係を確立することは，国家を存
続させる為の絶対条件である40。この条件が達成されなかったあるいは曲解した結果，第1次世界
大戦時のドイッにおける軍部主導の開戦や昭和初期の我が国における文民統制の崩壊，第2次世
界大戦以降の発展途上国における独裁体制確立の促進等といった状況を創出してしまったのであ
る。
　しかも，現在のイラク戦争に関する政策決定の過程等を鑑みると，政軍関係に関する問題は先進
国とであっても過去の問題ではなく，何時でも前述の問題が惹起される可能性を有していると言え
る。この様な政軍関係の特徴を踏まえるならば，現在でも政軍関係を研究する意義は大いにあると
言える。
　（4）なぜ新制度論を用いるのか
　そもそも，政軍関係に関する研究が行われるきっかけとなったのは，「軍部等によるクーデタを
如何に抑え込み，社会の安寧を担保するのか」という問題意識からである41。それ故に，政軍関係
が「社会と軍隊の関係（social－military　relations）」に関する研究を中心に行われたことは，ある種
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の妥当性があった。そして，文民や軍部といったアクターの行動に注目が集まり，その舞台あるい
は行動のルールである制度が軽視されたこともある程度は許容され得るものである。また，特に先
進工業国においては，軍備を生産する重化学工業や情報産業等の特定業種と軍部との癒着
（military－industrial　complex）に関する問題が発生したことも，制度が軽視された一因であると考
える42。
　しかし，クラウゼヴィッッ（C．P．　G．　Clausewitz）が論じている様に，戦争を「敵をしてわれら
の意思に屈服せしめるための暴力行為43」にして，「一つの政治的手段44」に過ぎないと論じ，指揮
　命令系統の観点から政軍関係（politico－military　relations）を見る立場も存在する。従って，政
軍関係理論の研究において求められていることは，多様な解釈が存在することを前提とした上で，
アクターの行動のみならず，それを取り巻く制度も包括的に取り扱うアプローチであると考える。
この課題を踏まえ，以下では新制度論を用いた政軍関係理論の研究について検討する。
　前述の様に，新制度論は行動科学政治学に代表される一連の多元主義理論とは異なり，「制度」
がアクターや集団の政治行動を拘束し，規定することを前提とした政治理論である。私は新制度論
の中でも，アクターの行動が制度に規定されることを強調する社会学的制度論を用いて分析すべき
であると考える。社会学的制度論は，制度の形態や手続きが最も効率的でも卓越した合理性を備え
ているとは限らず，主に文化や慣習の影響によるものであるとして，官僚制の逆機能を指摘した
マートソ（R．K．　Merton）の研究に影響を受けている。社会学的制度論における制度とアクター
の関係は，以下の通りに規定される45。
①政治アクターは，計算された自己利益のみならず（あるいは自己利益に代わって）制度上の義務
　や役割に駆られて行動する。
②政治は，選択のみならず（あるいは選択に代わって）意味の構築・解釈を軸に展開される。
③ルーティンや，ルール，型と言ったものは，歴史に基づく過程を踏まえて進化するが，その過程
　は確実に素早く単一の均衡点に達することはない。
④政治制度は社会的諸力の単なる反映物ではない。
⑤政体はしのぎを削る利害の競技場とは違ったそれ以上のものである。
　それでは，どの様な事例を用いるべきであろうか。本稿で取り扱う政軍関係とは専ら文民統制の
ことであり46，具体的には「（政府・議会等の）文民による軍部の予算・人事・作戦行動の管理」
である。また，政軍関係が文民と軍部の相関関係であることを踏まえると，「当時の政治アクター
であった文民と軍部が，どの様な制度（行動規範を含む）に拘束されていたのか」を検討した上で，
「軍からの安全」と「軍による安全」について検討することが望ましいと言える。
　また，前述の様に現代先進工業国においては，クーデタが発生する可能性は皆無である一方，発
展途上国においては，そもそも自国の安定が最優先であり，クーデタ等が発生する危険性を顧慮す
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る余裕が無いという現状がある。これを踏まえると，「軍からの安全」と「軍による安全」の両立
に関する分析の事例としては，所謂列強の末席を占め，政治・経済体制が漸く整いつつあった第2
次世界大戦以前の我が国を取り上げることが適当ではないかと考える。
　そして，慣習や規範といった時代・地域間の差異をある程度許容する概念を有する社会学的制度
論を用いることによって，ややもすると非合理に見える近代日本の政治状況がより明確に分析出来
るのではないかと考える。
3　新制度論の応用事例
　（1）文民及び軍部から見た政軍関係
　ここまで，新制度論の形成と展開及び政軍関係理論の現状について，考察してきた。以下では，
昭和初期の我が国における政軍関係を事例に，政軍関係の理論分析への新制度論の応用可能性につ
いて，より具体的に検討したい。
　明治維新以隆我が国では元老による軍部に対する統制（主体的文民統制（subjective　civilian
control）47）が行われていた。しかし，桂園時代や大正デモクラシーと呼ばれる一連の自由主義的
　民主主義的運動が発生し，「憲政の常道」という慣例が形成された後は，我が国は政党による間
接的な軍部の統制（客体的文民統制（objective　civilian　control）48）が志向された49。その結果，文
民統制の構図が主体的文民統制から客体的文民統制へと変化したのである50。
　一般的に（社会）規範が成立する為の要件として，a．効果的な規範に対する需要が生じること
及びb．その需要が充たされることという2つの条件が揃うことが必要となる51。この条件を昭和
初期の我が国における文民統制の構造にあてはめると，a．については元老の壊滅が，　b．について
は大正デモクラシーの勃興がそれぞれ当て嵌まる。従って，文民統制に関してアクターを拘束する
（社会）規範が形成されたと考えることが出来る。ただし，その構造が政変等に対する脆弱性を孕
んでいたことも事実であり，それを踏まえると主体的文民統制の亜種の域を脱していなかったとも
言える52。この脆弱性は，政策調整機関としての元老の機能縮小に伴い，緊急勅令案承認問題
（1927年）53や統帥権干犯問題，満州事変における政策調整の失敗を通して54，より顕在化していっ
たのである。
　この文民統制と同様に，昭和初期の我が国における政軍関係に大きな影響を与えた存在として，
第1次世界大戦（1914－18年）を契機として形成された総力戦（total　war）概念が挙げられる。第
1次世界大戦の結果，我が国の軍部は兵器や武器といった技術発展のみならず，政治体制を含む制
度全般を変革し，国家総動員体制の確立を目指した55。具体的には，量から質への変化を目指した
軍縮や国家総力戦を遂行し得る政治体制への変化を目指した改革が行われたのである56。また，そ
の過程において，ファシズム的な政治体制を志向し57，結果として，国家総力戦を志向するだけで
はなく，全体主義的な要素も含んだ体制を志向することになったと考えられる58。
　この状況を前述の（社会）規範が成立する為の要件にあてはめると59，a．欧州における総力戦の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一110一
発生が，b，総力戦概念の浸透がそれぞれ挙げられる。従って，その後の軍部の行動を拘束する
（社会）規範が形成されたと考えることは十分可能である。この全体主義的な要素を含んだ総力戦
体制を志向する（社会）規範の影響力は，二・二六事件の様な権力闘争を乗り越え60，より強化さ
れたのである。
　（2）統帥権から見た政軍関係
　太平洋戦争以前の我が国における政軍関係を論じる際に必ず登場するのが「統帥権」である61。
これは我が国では，旧憲法第11条（統帥大権）及び第12条（編制大権）を法的根拠として形成さ
れていた62。この時期の統帥権は狭義の統帥権，即ち軍令面のみに関する権限である。この統帥権
に関する認識について，元老や文民（政府・議会等），軍部（陸海軍等）といったアクター毎に異
なっていたことは言うまでもない。また，例えば陸軍内部において，政党等の文民に接近した形で
の総力戦体制の確立を目指した勢力が存在した様に63，組織としてのアクター内部においても対立
が存在していたことも事実である。これは，文民統制，総力戦概念についても同様である64。
　しかし，総じて見るならば，個々のアクターの統帥権や文民統制，総力戦概念への認識は，その
当時の政治状況における最良の選択肢を選んだ結果と言い得るものであり，それを踏まえるとこの
過程は正しく「適切さの論理（logic　of　appropriateness）65」に支配されていたと言える。従って，
アクターによって恣意的に運用されるのではなく，アクターの行動を変化させる，あるいは行動の
動機付けとなる制度としての統帥権の存在を検討する必要がある。
　制度や組織等の機能に関する研究は，ウェーバー（K．E．　M．　Weber）を祖とする官僚制研究の
不十分さを補完することを目指したマートン（R．K．　Merton）やセルズニック（P．　Selznick），グー
ルドナー（A．W．　Gouldner）らの研究が有名である66。言うまでも無く，これらの研究は官僚制に
代表される組織の分析を主として行っており；その成果を政軍関係の理論分析に単純にあてはめる
のは危険である。しかし，統帥権が法的な権利から軍部の行政権からの独立を担保する制度へと変
化，即ち制度化されたとするならば，それは新制度論の取り扱うべき対象に成り得ると考えること
が出来る。ここでは，その中でもマートソが行った制度の逆機能に関する研究を参考に分析を進め
たい。
　マートンは組織の機能について，従来の理論から踏み込んで，「機能（function）」の対概念とし
て，「システムの適応あるいは調整を減ずる観察結果67」と規定される「逆機能（dysfunction）」を
提示した。この視点を昭和初期の我が国における政軍関係に当てはめると，統帥権が帯びていた性
質が当初の目的（政治による過剰な軍事への介入の抑制）から次第に変化したこと，具体的には軍
政や軍令を含む軍事指導全般への政治指導の拒否へと変化したことが推測出来る。
　その結果，文民統制の志向と総力戦概念の浸透という（社会）規範が衝突した際に，統帥権が逆
機能を発生させ，軍部優位の政治体制へと政軍関係を変化させたと言える。そして，制度としての
統帥権がアクターの行動を拘束した結果，政軍関係をそれまでの文民統制からプリートリアン・ソ
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サエティ（praetorian　society）へと変化させたと結論付けられる。
　（3）昭和初期の我が国における政軍関係
　昭和初期における文民統制及び総力戦概念並びに統帥権に関する検討を総合すると，昭和初期の
我が国の政軍関係は，政府等の文民が有した文民統制を志向する（社会）規範と陸海軍等の軍部が
有した総力戦体制を志向する（社会）規範の対立と妥協の産物であったと言える。
　そして，昭和初期における政軍関係に大きな影響を与えたのが統帥権，より具体的には政軍両者
の（社会）規範が対立する状況において発生する逆機能の存在である。この統帥権の逆機能が自由
主義的・民主主義的運動による客体的文民統制の成立によって発動したことによって68，この状況
をより劇的に変化させたと言える。
　この様に規範や機能といった社会学的制度論における諸概念を政軍関係理論に導入することによ
って，昭和初期の我が国における政軍関係における（社会）規範の存在やその対立を変化させた要
因を析出することが可能となった。この様な強固な（社会）規範を有するアクターによる政軍関係
の形成及び変化は，統帥権の存在を除いてしまえば，大戦間期の我が国に限らず，先行研究におい
て取り上げられてきた事例（軍部内における官僚同士，新興国における政治勢力の対立等）を始め
として69，どの時代や地域においても起き得る事象であると言える。
　また，この分析結果は昭和初期の我が国において，この2つの安全の両立は確立されず，「（クー
デタ等を起こす）軍からの安全」よりも「（軍事等に対応する）軍による安全」が優越したことを
論証することとなった。この結果は，これまでの政軍関係研究でも論じられてきたが，社会学的制
度論を用いて分析した結果，再検証が可能となったと言える。
4　小結
　本稿では，新制度論の形成と展開から，政軍関係の理論分析への応用可能性について，「軍から
の安全」と「軍による安全」に注目して検討してきた。本稿において提示した「アクターが有する
（社会）規範に注目する」という視座を採用することによって，特定の時代や地域を取り上げた実
証研究の成果に，ある程度の一般性を付与することが可能となったと言える。
　今後の課題としては，本稿で提示した（社会）規範が形成された大正期以前の我が国における政
軍関係に注目した分析を行うことが挙げられる。この時期の政軍関係を取り上げることによって，
本稿で提示した（社会）規範がどの程度強固なものであったのかについて，ある程度可視化出来る
と考える。この時期に関する先行研究は，比較政治学や政治史の分野を中心に多く存在しており，
それらの研究成果をより反映しやすくなる素地を提供出来たという点において，本稿が提示した視
座及び分析結果は，意義あるものと考える。
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